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 令和７年７月２５日

 

 駆動補助機付自転車等の型式認定試験の受付等について

 

　公益財団法人日本交通管理技術協会（以下「管技協」といいます。）が行

う「駆動補助機付自転車」、「駆動補助機付自転車及び普通自転車並びに原

動機を用いる歩行補助車等（道路交通法施行令第１条第２号に規定するも

の）」及び「駆動補助機付自転車及び普通自転車」（以下「駆動補助機付自

転車等」といいます。）の型式認定試験については、近時申込数が増加して

おり、申込数が型式認定試験実施可能数を上回る場合には抽選が実施されて

いることから、抽選結果によっては型式認定試験の受験まで一定期間お待ち

いただく状況が生じています。そこで、このような申込数の増加に伴う型式

認定試験の実施待ちを解消するため、型式認定試験の実施可能数を増やすこ

とを目的として、以下のとおり、従来測定試験の前に行っていたアシスト比

率の調整作業を測定試験から分離するなどの見直しを行うことといたしまし

 た。

 

 １　管技協における受付

　　型式認定試験の受付は、管技協に対して、公益財団法人日本交通管理技

術協会型式認定試験規程（以下「試験規程」といいます。）別記様式第１

号（第６条第１項関係）に定める試験依頼書並びに①諸元表、②外観図、

③構造図、④製作又は組み立て方法の概要、⑤品質管理の概要及び品質保

証体制、⑥取扱に関する説明書、⑦改造の容易でない構造に関する説明書、

⑧普通自転車部品構成表、⑨測定試験のために必要な部品成績書等（注１）

及び⑩その他情報（駆動補助に係る走行モードの数・名称、前ギアの段数

及び最大歯数、後ギアの段数、内装外装の別及び最小歯数、前輪タイヤの

サイズ及び最大空気圧、後輪タイヤのサイズ及び最大空気圧並びに駆動補

助比率が最大となる走行モードの名称及びギアの段数）（以下書類は丸数

字で示します。）が提出（注２、３）され、公益財団法人日本交通管理技

術協会手数料規程別表第４（第５条関係）に定める型式認定試験手数料が

 納入され、管技協において不備がないことを確認した場合に行います。

　　ただし、⑥、⑧及び⑨の書類については、一部に準備できていない書類

がある場合には、型式認定試験の申込時に提出することは要しませんので、
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測定試験の前日までの間のできる限り早い時期に、⑥、⑧及び⑨の書類を

すべて準備の上、一括して提出してください。測定試験の前日までに準備

できない書類がある場合には、測定試験の前日に、当該準備できない書類

 を除く書類を一括して提出してください。

　　申込は随時受けます。なお、受付後に型式認定試験の申込を撤回した場

 合であっても、型式認定試験手数料は返還しませんのでご留意ください。

　　注１　測定試験のために必要な部品成績書等は次のとおりです。外国語

 で記載されている場合には、日本語訳を添付してください。

　　　　ａフレーム、ｂ前フォーク、ｃサドル、ｄ前ハブ、ｅ後ハブ、ｆス

ポーク、ｇリム、ｈタイヤ、ｉチューブ、ｊギア、ｋクランク、ｌペ

ダル、ｍチェーン、ｎフリーホイール、ｏ前ブレーキ、ｐ後ブレーキ、

ｑハンドル、ｒにぎり、ｓ反射器又は尾灯、ｔ警音器、ｕ前照灯＊、

ｖ錠＊、ｗモード等データ（アシストのモ－ド及びギアの段数が複数

ある場合に駆動補助比率が最大となるモード及びギアの段数を確認す

 ることができる駆動補助比率計測データ又はそれに代わる書類）＊

　　注２　提出は、試験依頼書は紙により、①から⑩の書類は次の要領で作

成したＰＤＦ形式の電磁的記録（以下「ＰＤＦ」といいます。）で行

 います。

　　　○　ファイル名は「型式名ﾌﾟﾗｽ書類の名称（１記載の丸数字を含む）」

とする（ﾌﾟﾗｽは表記しない。字間を開けないで続けて表記する。　

以下ホルダー名についても同じ。）。 

　　　　　（例：kangikyo01r  ①諸元表）

　　　　　ただし、⑨については書類の名称を「⑨成績書等」とし、更に各

　部品等の名称（注１記載のアルファベット（小文字全角）を含む。）

 　を加える。

　　　　　（例：kangikyo01r  ⑨成績書等ａフレーム）

 　　　○　各ファイルは次に示すホルダーにまとめる。

　　　　

△

　①～③及び⑩を１つのホルダーにまとめ、ホルダー名は「企業

名ﾌﾟﾗｽ型式名ﾌﾟﾗｽ1諸元表等」とする（ホルダーの企業名は日本

語又は英語表記。文書名の数字は全角。以下同じ。）。 

　　　　　（例：株式会社管技協 kangikyo01r  １諸元表等）

　　　　

△

　④、⑤及び⑦を１つのホルダーにまとめ、ホルダー名は「企業

名ﾌﾟﾗｽ型式名ﾌﾟﾗｽ２製作等・改造防止」（「・」は全角）とする。 
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　　　　　（例：株式会社管技協 kangikyo01r  ２製作等・改造防止）

　　　　

△

　⑥を１つのホルダーに入れ、ホルダー名は「企業名ﾌﾟﾗｽ型式名

 ﾌﾟﾗｽ３取説」とする。

　　　　　（例：株式会社管技協 kangikyo01r  ３取説）

　　　　

△

　⑧及び⑨を１つのホルダーにまとめ、ホルダー名は「企業名ﾌﾟ

 ﾗｽ型式名ﾌﾟﾗｽ４成績書等」とする。

　　　　　（例：株式会社管技協 kangikyo01r  ４成績書等）

　　注３　普通自転車に該当しない場合には、普通自転車部品構成表及び普

通自転車に係る部品成績書の提出は要しません。また、注１の＊の付

 いた成績書等については該当がない場合は提出を要しません。

 

 ２　車両検における受付

　　管技協が一般財団法人日本車両検査協会（以下「車両検」といいます。）

に委託して行っている型式認定試験に係る駆動補助比率、制動性能、構成

部品の構造及び性能等の試験（以下「測定試験」といいます。）について

は、車両検に対して、管技協が型式認定試験の受付をした後に申し込んで

ください。車両検においては、管技協の受付がなされていない場合には測

定試験の申込を受けません。申込は随時受けますが、日程の指定は、当該

測定試験を対象とする歩行補助車等（２号）、駆動補助機付自転車及び普

通自転車試験審査委員会（以下「試験審査委員会」といいます。）の概ね

２ヶ月前（後述する経過措置が終了するまではこの限りではありませんの

でご注意ください。また、受け付けた型式数等が多数に渡る場合は２ヶ月

前より更に早い時期になることがあります。）に行い、その際にすべての

申込に日程の指定が行えない場合の優先順位は、申込順（書類がすべて整

 っているもの）とします。

　　測定試験は、日程の指定から概ね２週間後以降から開始されることにな

りますので、受験の準備をしておいてください。なお、測定試験とは別に

受け付けることとしていますが、車両検における駆動補助比率の調整の日

程は、測定試験を指定した日以外の日であって、原則として次回の試験審

査委員会の概ね２週間後までの間になります（詳細は車両検においてお知

らせします。）。 

 

 ３　測定試験の方法
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 　　測定試験は、車両検が日程調整を行った上で指定した日時に行います。

　　測定試験の当日には、車両検に対して、対象となる駆動補助機付自転車

 等並びに紙により、①から③及び⑥から⑩の書類を提出してください。

　　測定試験の結果が型式認定基準（以下「基準」といいます。）を満たさ

なかった場合（測定試験の対象となる駆動補助機付自転車等が提出されな

い場合、付いている部品と部品成績書記載の部品が一致しない場合、部品

成績書に不備がある場合等基準を満たすことが確認できなかった場合を含

みます。）には、測定試験は不合格となります。 

　　測定試験は、駆動補助比率を含めて、すべて１回の測定により判定しま

す（いわゆる駆動補助比率の調整は行えませんので、事前に済ませておく

ことを推奨します。）。 

　　なお、同一の日に他の事業者に係る測定試験を行う場合がありますが、

測定試験を効率的に行う都合上、測定試験の対象となる駆動補助機付自転

車等が他の事業者の目に触れることがあり得ます。他の事業者の目に触れ

たくない意匠等があるときは、適宜目隠し等の措置を取るようにしてくだ

 さい。

 

 ４　測定試験不合格の場合の特例

　　測定試験の結果が不合格であった場合（型式認定試験の申込を撤回した

場合及び測定試験の当日に連絡なく欠席した場合を除きます。）、当該測

定試験の日から原則として６ヶ月以内に限り、かつ、１回（複数の項目が

不合格であった場合においてもそのすべてについてまとめて１回となりま

す。）に限って再度の測定試験（以下「再測定試験」といいます。）を申

し込むことができることとします。申込は、管技協及び車両検双方に対し

て行ってください。申込に際しては、①から③及び⑩の書類並びに⑦から

⑨の書類のうち当該再試験に係る書類の電磁記録による提出（注４）と、

不合格であった項目に係る費用を車両検に納入することが必要です（費用

の額は不合格を確認した以降速やかに車両検より示します。）。書類の提

出又は費用の納入がなされなかった場合は再測定試験の申込は受け付けま

せん。なお、再測定試験の申込を撤回した場合には、型式認定試験は不合

 格となり、車両検に納入した費用は返還されません。

　　再度の測定試験は、車両検が日程調整を行った上で指定した日時に行い

ます。優先順位は、新規の申込を含めた申込順となります。その他につい
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 ては「２　車両検における受付」と同じです。

　　再測定試験の当日には、車両検に対して対象となる駆動補助機付自転車

 等及び紙により申込に際して提出した書類を提出してください。

　　再測定試験については、上記を除き「３　測定試験の方法」と同じです。 

　　再測定試験において基準を満たした場合には、測定試験以外の型式認定

 試験を継続するものとします。

　　再測定試験も不合格であった場合及び期間内に再測定試験の申込がなか

った場合（受け付けられなかった場合を含む。）は、型式認定試験は不合

 格となります。

　　注４　注２に記載する電磁的記録による提出方法に準じて提出してくだ

さい。その際には、各名称の最後に「再」の字を記載してください。 

　　　　（例：（ファイル名）kangikyo01r ⑨成績書等ａフレーム再 

　　　　　　 （ホルダー名）株式会社管技協 kangikyo01r  ４成績書等再）

 

 ５　合否の判定

　　型式認定試験の合否は、これまでと同じく、書類審査及び測定試験にお

いて基準を満たしている駆動補助機付自転車等について、試験審査委員会

 において判定します。

　　試験審査委員会の当日には、試験審査委員会に対して、対象となる駆動

補助機付自転車等を提出してください。提出されない場合は、判定が行え

 ないことから型式認定試験は不合格となります。

 

 ６　型式認定申請のための書類の提出

　　合否の判定前になりますが、型式認定試験に合格した場合に行う型式認

定申請の準備として、試験審査委員会の３週間前までに、管技協に対して、

 紙により、型式認定申請書及び①から⑨までの書類を提出してください。

 

 ７　経過措置

　　令和７年４月２１日及び２２日に車両検に対して測定試験の申込を行

い、日程調整を受けられなかった事業者については、従前の方法による測

定試験を受けることができるものとします（測定試験を受ける意思の確認

等については車両検より連絡します。）。対象となる事業者のうち、令和

７年２月にも申込を行っていた事業者を優先します。対象となる事業者は
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原則として令和７年１０月開催予定の試験審査委員会において審査を行う

ための測定試験の日程調整を行いますが、測定試験を行う日数に限りがあ

ることから、対象となる事業者のすべてについて測定試験を行うことがで

きない場合には、令和７年１２月開催予定の試験審査委員会において審査

 を行うための測定試験の日程調整を行う場合があります。

 

 公益財団法人日本交通管理技術協会　

（受付等に関する問合せ先　katasiki@tokyo.tmt.or.jp  ）

 一般財団法人日本車両検査協会　　　

（測定試験に関する問合せ先 bicycle-t@jvia.or.jp  ）


